
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

①食料品の物価高騰
に対する特別加算

③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

令和８年度中学校給食費減免事業【R7補
正予算分】

※食料品特別加算を活用

①物価高騰の影響で家計の負担が増えている子育て世帯への支
援のため、中学校の給食費を減免する（教職員等を除く。）。
②歳入予算の学校給食費受入金の減免に係る費用（学校給食共
同調理場費に充当）
③3,926,000円（中学校＠330円×61人×195日）＜財源：交付金
1,963,000円、一般財源1,963,000円＞
④中学生の保護者

R8.4 R9.3

2
④消費下支え等を通じ
た生活者支援

令和８年度水道基本料金減免事業【R7補
正予算分】

①物価高騰の影響による家計負担等の軽減を図るため、水道基
本料金を減免する（令和８年４月～令和９年３月）。※官公庁等を
除く。
②水道基本料金の減免に伴う歳入予算（給水収益）の減少分につ
いて簡易水道特別会計に繰出を行う（交付金充当：一般会計にお
ける簡易水道特別会計繰出金）。
③28,000,000円（2,150,000円×1か月＋2,350,000円×11か月）＜
財源：全額交付金＞
④町内の全簡易水道使用者（官公庁等を除く）

R8.4 R9.3

3

①食料品の物価高騰
に対する特別加算

④消費下支え等を通じ
た生活者支援

③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

令和８年度東栄町家計応援事業【R7補正
予算分】

※食料品特別加算を活用

①物価高騰に対する臨時的な生活者支援として、町内全世帯に
対して、町内店舗等で使用できる商品券を支給する（各世帯
15,000円分（18歳以下の子どもがいる世帯には3,000円分を加
算））。
②③20,549,000円（A＋B＋C＋D）
【商品券】15,000円×1,264世帯＋3,000円×150世帯＝19,410,000
円　A
【印刷製本費】73,000円（封筒代）　B
【郵送料】620,000円（簡易書留1,264世帯宛て）　C
【事務手数料】446,000円（封入作業代）　D
＜20,549,000円のうち、R7補正予算分18,000,000円に交付金を充
当＞
④町内全世帯の世帯主

R8.6 R9.3
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